
 

 

名証自規Ｇ第 15 号 

平成 29 年 11 月 27 日 

情 報 取 扱 責 任 者 各 位 

 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ長 中村 秀昭 

 
 

「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の様式変更等に伴う 

ＴＤｎｅｔシステムの仕様変更について 

 
 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素は、重要な会社情報の適時かつ適切な開示をはじめ、当取引所の諸施策に格別のご高

配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、当取引所では、本年８月２日付けの通知1にて、相談役・顧問等の開示に関する「コ

ーポレート・ガバナンスに関する報告書」の様式等の一部改訂を行い、平成30年１月１日以

後に提出する同報告書から改訂後の様式等を用いた記載が可能になることをお知らせしてお

りましたが、ＴＤｎｅｔオンライン登録サイト上の入力フォームには、平成29年12月18日（予

定）より相談役・顧問等に関する記載欄を追加いたします。同日以降は、本記載欄の内容を

入力して、同報告書を提出いただいても差し支えありません。 

また、あわせて、ＴＤｎｅｔオンライン登録サイト上で作成する決算短信及び四半期決算

短信等並びに業績予想及び配当予想の修正等に係る入力フォームについて、和暦での表示、

西暦での表示を選択できるようにする仕様変更も予定しております。 

これらの仕様変更の詳細につきましては、「別紙 ＴＤｎｅｔシステムの仕様変更につい

て」をご参照ください。 

情報取扱責任者各位におかれましては、貴社内のご担当者にご周知賜りますようお願い申

し上げます。 

敬具 

 

【別紙資料】 

○別紙 ＴＤｎｅｔシステムの仕様変更について 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ（上場監理担当） 

電話：052-262-3174 電子メール：jisyukisei@nse.or.jp 
 

                                                   
1 平成 29 年８月２日付けで上場会社通信に掲載した情報取扱責任者宛て通知「相談役・顧問等の

開示に関する「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」記載要領の改訂について」（名証自

規Ｇ第９号） 
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